Distortion of Decision Making for the Construction of the New National Stadium Are Sports a Political Tool? by 中村,祐司
83宇都宮大学国際学部研究論集　2016　第41号,　83−93
新国立競技場建設をめぐる意思決定機能の歪み
－スポーツは政治の「道具」なのか－
中　村　祐　司　
Ⅰ．七つのフェーズを設定
スポーツ分野に限らなくても公共施設の建設費
が乱高下する事例は極めて珍しい。もちろん公共
施設についてもその大小にかかわりなく、その
時々の景気や為替、経済の状況に応じて、人件費、
資材費、物流費などは変動するであろうし、当該
領域における製品やサービスをめぐる需要と供給
の関係によって、市場における売り手と買い手と
の均衡点が金銭価値として反映される類のものな
のであろう。
しかし、実際に中央省庁やその独立法人（エー
ジェンシー）など政府機関・準政府機関が当該公
共施設の建設責任を有し、建設契約の当事者であ
りながら、建設費をめぐり右往左往させられる対
応が立て続けに生じる事例は、政府活動の安定的
遂行という面では、まさに異常な事態である。施
設の設置行政は本来、粛々と淡々と進めるべき類
の公共サービスだからである。
本研究では、公共スポーツ施設としてはこの国
の歴史上、おそらく最大規模かつ最大の建設費用
がかかることになるであろう新国立競技場の建設
に注目し、デザインの選定から白紙撤回に至るま
での意思決定過程に焦点を当てる。新聞報道を追
う作業を通じて、とくに機能欠陥が生じた複数の
現象を取り上げ、それらが増幅・連鎖していくい
わば負の動態を明らかにする。そして、こうした
機能欠陥、さらには歪みの増幅と連鎖を、関係者
（組織）の間での相互作用や、関係機関が保有す
る資源（権限、正当性、実質的決定権、組織力など）
の影響力行使の結果として生じた現象とみなす。
ここでいうところの機能欠陥や歪みとは、形式
的にであれ実質的にであれ、節目毎の意思決定に
おける判断が、後の白紙撤回に至るように、逸脱
し不正常であったとみなされる動きをいう。これ
は決して個々の関係者の判断が各々の時点で誤っ
ていたかどうかというよりも、個々の関係者がそ
の時点では適切な対応であったと判断したとして
も、個々の判断の合成・総体としての意思決定が
正常ではなかったする視点に立つものである。
建設費（総工費）の変動をめぐる論点を七つ
のフェーズ（phase：局面）に分ける。すなわち、
①建設費の乱高下、②計画の白紙撤回、③白紙撤
回後の政府対応、④「失われた 2 年半」への批判、
⑤有識者会議（正式名称は国立競技場将来構想有
識者会議）への批判、⑥第三者委員会による検証
と批判、⑦白紙撤回以後の動向、である。各々の
フェーズを定点として記載するのではなく、関係
者間の意思決定の実際も含め、迷走に至った背景
の把握を試みる。
情報源は 2015 年 5 月から同年 10 月までの主要
全国紙 5 紙と地方紙 1 紙の新聞報道とし、時系列
ではない七つのフェーズに沿った記事内容を要
約・抽出する形でつなげた（以下のⅡからⅨまで）。
最後にⅩでは、一連の問題を、政治によるスポー
ツの道具化という問題意識から考察する。
Ⅱ．建設費の乱高下
１．高額な新国立競技場
まず、新国立競技場建設をめぐる経緯の概要を
乱高下した建設費との関係で整理する。
2012 年 11 月に建築家ザハ・ハディド氏の流線
形デザインを採用（総工費 1300 億円）した。13
年 9 月に東京五輪開催が決定したが、翌月に総
工費が 3000 億円に達することが判明した。14 年
5 月に縮小デザインに修正した基本設計を公表
（1625 億円）した。15 年 1 月に旧競技場の解体が
約半年遅れて開始されたものの、資材や人件費が
高騰した。消費税引き上げなどを受け、同年春に
施工ゼネコン 2 社が 3000 億円の見積もりを提出
した。同年 5 月に文科相が都知事と会談し、計画
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の見直しを表明すると同時に「都も 500 億円の負
担を」と要請した。同年 6 月に文科相が計画の見
直し案を公表（2520 億円）した。そして同年 10
月に新競技場の着工に入り、東京五輪開催（20
年 7 月）の前年の 19 年 5 月に完成予定とした。
19 年 6 月にラグビーＷ杯のプレイベント、同年 9
月にラグビーＷ杯開催を控えていたからである 1。
五輪招致では 1300 億円とされた新国立競技場
の総工費が、開催決定後には 3000 億円以上にま
で膨んだ。13 年 11 月には床面積を 25% 削減す
る縮小案が提示され、ザハ・ハディド氏の原案の
良さは失われた 2。
それ以前にも入札の不手際（2014 年 9 月にお
ける日本スポーツ振興センター（ＪＳＣ）による
工事内訳書の事前開封）により、解体工事の着工
が遅れたり、14 年 6 月には、基本設計で示した
競技場の高さに関するデータに誤りが見つかり、
ＪＳＣは発表資料を訂正せざるを得なかった。ま
た、新国立競技場は「巨大で景観を破壊する」と
して反対の声も根強かった 3。
スポーツは原則、屋根を開けて行うが、風通し
や太陽光を妨げる屋根の可動式部分は、芝の養生
を考えたら、不要ではないかという考えもあった。
全体を覆う屋根は、コンサートの際、近隣住民へ
の騒音を抑える遮音装置として必要とされたが、
スポーツ大会だけでは赤字になるから、これまで
原則年間 2 日間だけだった興行を 12 日間に増や
して増収を見込んだ。そうだとしてもコンサート
の収入は年間 6 億円であり、年間 35 億円かかる
維持費は賄えないとされた 4。
その後、目玉だった可動式屋根の設置を大会後
まで先延ばしし、陸上トラックにせり出す形の可
動式スタンド 1 万 5000 席を、仮設に変えること
になった。競技場の改築費にはすでにスポーツく
じの売り上げ 5% が充てられ、さらに 10% にす
る法改正が検討されていた。文科省はＪＳＣが運
用するスポーツ振興基金を取り崩し、政府出資の
半分にあたる 125 億円をスポーツ振興にではなく
ハコモノに充てようとしていた 5。
新国立競技場の中央を走る 2 本のキールアーチ
（Keel arch= 弓形の竜骨。重さは 2 本で 2 万㌧。1
本の長さ 370㍍。断面積が住宅の 1 戸分にも相当
する 80 平方㍍、高さ 70㍍）については、神宮外
苑へ鉄骨を運び、溶接し、つり上げる手間が建築
の常識を超えていると指摘された 6。
そもそも諸外国におけるメインスタジアムの総
工費（建設当時の為替レートで換算）は、1996
年アトランタ五輪（米国）220 億円、2000 年シド
ニー五輪（豪州）160 億円、2004 年アテネ五輪（ギ
リシャ）360 億円、2008 年北京五輪（中国）130
億円、2012 年ロンドン五輪（英国）650 億円で、
当初の 1300 億円に据え置いたとしても突出して
高額である 7。
２．建設の中身・手法・コストをめぐる批判
2500 億円で工事契約するとしたが、その 4 割
方は財源のめどがないままの見切り発車であっ
た。経済学者のＭ・フリードマンの説を引き合い
に、「自分の金を自分のために使う人は節約と効
率を心がける。自分の金を他人のために使う人は
効率を気にせず、他人の金を自分のために使う人
は節約しない。問題は他人の金を他人のために使
う人で、節約も効率も考えぬいいかげんな使い方
をする」との批判があった 8。
キールアーチについては、建築関係者は「建築
ではなく巨大な土木工事。2 本で 1000 億円かか
る」と指摘した。五輪後に先送りされた開閉式屋
根の設置費用は総工費に含まれず、「後付けする
と、さらに数百億円はかかる」と専門家はみてい
た。新たに足場を組む必要があり、工事の難易度
がより高まるためだという。政府関係者は「開閉
式屋根が設置されなければ『負の遺産』になりか
ねない。何としても設置しなければならない」と
語った 9。
総工費が 1625 億円とされた時点で、文科省は
国と都がそれぞれ 500 億円を負担し、スポーツ振
興くじ（toto）の収益から残り 600 億円余を充て
るとの算段だった。ところが総工費が膨らんだ。
資金集めの新たな枠組みとして浮上したのが、命
名権の売却や寄付など民間からの協力で約 200
億円を調達する案だった。一方、ＩＯＣは 2014
年 12 月にまとめた中長期計画「五輪アジェンダ
2020」で、既存施設や仮設会場の有効活用を掲げ
た。開催都市に過度な財政負担がかからないよう
にするためであった 10。
文科省によれば、国として建設の財源で確保し
たのは約 517 億円で、国費約 392 億円に、本来は
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競技力向上や普及を目的にＪＳＣが運用する「ス
ポーツ振興基金」のうち国の出資金の一部とな
る 125 億円を取り崩して加えた額である。これに
東京都が 500 億円を負担すれば、合わせて 1000
億円超となる。残りは toto で補う皮算用だった。
toto については 13 年に法律を改正して売り上げ
の 5% を建設費に充てることになり、13、14 年
度で約 110 億円は財源に組み込まれ、確実なの
は 627 億円である。さらに、超党派の国会議員で
つくるスポーツ議員連盟は建設に充てる割合を
10% に引き上げることを検討しており、実現す
れば年間 100 億円規模の財源が見込める。
しかしこの総工費は大会後に設置を先送りした
開閉式屋根の建設費を含んでいない。ＪＳＣは 2
年前の段階で100億～150億円と見込んでいるが、
建築家グループからは大会後に新たに足場を組み
直す必要があることから 300 億円と指摘する 11。
過去最高のロンドン五輪スタジアムの建設費
は 900 億円で、財政赤字の日本が 3 倍の巨費をか
けて張り合うという感覚自体、病的に違いない 12
という指摘もあった。また、完成後は赤字が見込
まれるため五輪後の運営・管理を民間に委託する
ことを検討することとなった 13。
ＪＳＣは 2015 年 7 月 7 日、総工費 2520 億円の
建設計画で工事を進めることを決めた。内訳はス
タンド部分が 1570 億円、屋根部分が 950 億円で
あった。また、あくまでも 2520 億円を「目標工
事費」としており、物価動向などで増える可能
性がある。2520 億円に含んでいない仮設の 1 万
5000 席は、この日の有識者会議の要望を受けて
再び常設化を検討することになった。
開閉式屋根など 20 年後に予定する施設整備費
は、試算で約 188 億円とした。建設後 50 年間に
必要な大規模改修費を約 1046 億円と見積もった。
有識者会議はＪＳＣが 12 年 3 月に設置し、新国
立競技場のあり方を検討してきた。大会組織委員
会の会長や都知事、競技団体のトップなど、競技
場の受益者らで構成された。有識者会議では、「国
際公約を守るのは重要」「仮設ではサッカーＷ杯
を招致できない」「屋根がないことで外国人アー
ティストと長期契約が結べない」といった意見が
出た 14。
東京都がＪＳＣなどと 4 月に覚書を交わした
「神宮外苑地区のスポーツクラスター（集積地）」
計画は、新国立競技場を中核とした国家戦略特区
構想を見据えた周辺一帯の街づくりである。防災
や緑化計画、産業育成などを複合的に進めること
で、都民の利益にも直結するとした 15。
Ⅲ．計画の白紙撤回
2015 年 7 月 17 日、首相は建設計画案を白紙撤
回して見直すと表明し、工費を縮減した新計画案
の早急な策定を関係閣僚に指示した。文科相はコ
ンペをやり直し、半年以内に新たなデザインを決
定すると説明した。完成は 20 年春で東京五輪に
は間に合うとしている 16。文科省は建設主体のＪ
ＳＣに全ての契約をやめるよう指示した。
首相は表明に先立ち、東京五輪・パラリンピッ
ク組織委員会会長と会談した。途中から文科相、
五輪担当相、官房長官も加わり、約 1 時間半にわ
たって協議した 17。
その後、計画白紙に、文科省やＪＳＣが全く関
知していなかったことがわかった 18。ＪＳＣ理事
長は「政府の指示に従い動いていた」と話し、監
督する文科省は「明確な責任ということではＪＳ
Ｃだった」と述べた。
ＪＳＣには理事長に意見を述べる有識者会議が
あり、同年 7 月 7 日に 2520 億円の計画を了承した。
ところが、メンバーにはスポーツ団体トップやス
ポーツ関係議連の国会議員ら、いわば利害関係者
ばかりが目についた 19。
計画の抜本見直しには工期の延長が避けられ
ず、2019 年のラグビーワールドカップの開催に
は間に合わなくなった。この先の日程が厳しい中、
「国際コンペを再び開く時間的余裕はない」（政府
関係者）ものの、世界貿易機関の協定の関係で、
外国企業も参加できる国際的な競争にする必要が
あるという。今回は設計、施工の実務面も一体で
審査し、着工につなげる狙いだという 20。
これまで計画を話し合うＪＳＣの有識者会議は
事実上、利益代表者の陳情の場となり、チェック
機能を果たせなかった。政府は五輪招致時の「国
際公約」を盾に強行突破を狙ったが、国際オリン
ピック委員会は近年むしろ、華美過ぎる箱物を嫌
う節約志向を打ち出していた 21。
工期中の 17 年 4 月には、消費税率が 8% から
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10% になる。多くの公共工事をまとめた実績の
ある国土交通省など、「専門家集団」の協力が不
可欠だとされた 22。
また、大会組織委は、ＩＯＣに提出した大会開
催基本計画で、すべての競技でテストイベントを
行うことを明記している。時期や方法は大会組織
委が決められるが、開幕が目前に迫った時期のテ
ストイベントで、施設の不備が見つかった場合、
本番までに修正できなくなる恐れがあると指摘さ
れた 23。
計画を見直す決断は、今までなぜできなかった
のか。多くの関係者が分岐点として挙げるのが、
最大 3000 億円との試算が判明した 13 年 10 月で
ある。だが、「工期順守」が最大の足かせだった。
また、コスト削減などを盛り込み、ＩＯＣが 14
年 12 月に採択した「アジェンダ 2020」は、計画
を見直す絶好の機会だった。東京都や大会組織委
が前倒しで改革案を取り込み、大幅な会場変更に
着手したものの、新国立競技場の建設計画は最後
まで「聖域」であり続けた 24。
計画見直しを訴えてきた建築家は「『白紙に戻
す』が、可動式屋根付き複合施設をやめて、単な
るスポーツ施設にするということであれば非常に
結構な話」と語った 25。五輪史上初めて開閉式屋
根を持つメイン会場となるはずだった新競技場に
ついて、15 年 7 月 17 日の政府発表では「開閉式
屋根の設置も含めてゼロベースで見直す」とされ
た。白紙撤回された 2520 億円の計画でも五輪後
に先送りされていた。
toto や選手強化費の配分を担うＪＳＣだが、大
規模施設の建設に携わるのは初めてであった。新
競技場を担当する部署の職員の 4 割が文科省から
の出向者で、ぎりぎりのスケジュールの中で低コ
ストの競技場を造れるのか、政府内でも疑念が渦
巻くようになった。
計画のやり直しに向けた主な課題として、①総
工費はどれだけ圧縮できるか、②財源はどうなる
のか、③開閉式屋根は設置するのか、④五輪後の
採算性はどう計画するのか、⑤ＪＳＣ所管のまま
で大丈夫か、⑥混乱の原因の検証はどのようにな
されるのか、といった点が挙げられた 26。
Ⅳ．白紙撤回後の政府対応
政府は 2015 年 7 月 21 日、関係閣僚会議（議長・
五輪担当相。首相も出席）を設置し、官邸主導で
計画の立て直しを図った。会議のメンバーは、他
に官房長官（副議長）、文科相、外相、財務相、
国土交通相であった。デザインから設計、施工ま
でを一括した「デザインビルド」方式とすること
となった 27。
事務局も官邸主導となった。官房副長官がトッ
プの整備計画再検討推進室を内閣官房に新設し、
文科相はサポート役に回ることになった 28。
同日、政府は五輪担当相をトップとする関係閣
僚会議の初会合を開き、内閣官房に省庁横断の「整
備計画再検討推進室」を設けることを決めた。会
議の議長は五輪相とし、あいまいと指摘された整
備計画の責任者を明確化した。官房長官と文科相
も副議長として参加することとなった 29。
政府はＪＳＣを所管する文科省を見限り、国土
交通省に主導権が渡ることになった。同省には「官
庁営繕部」という部署があり、他省庁が大型施設
を建てる際に予算を預かり、設計段階から建物の
引き渡しまで全て請け負う大型公共工事のプロの
部署と位置づけられている。新国立競技場も、同
様の流れになる見通しであると指摘された 30。
推進室内は建築と財務の二つのグループに分か
れている。文科省だけでなく、それぞれ国交省と
財務省の職員も派遣されている。さらに、都庁か
らの職員も加わっている。新国立競技場の当初計
画で総工費が 2520 億円にまで膨れ上がった理由
の一つは日本の最先端技術を示す「ショーケー
ス」としてあらゆる機能を詰め込み、スポーツ界
や音楽界などの要望に「満額回答」したことが挙
げられる。12 年 3 月に開始された将来構想有識
者会議内には、スポーツ、文化、建築の三つの作
業部会が設置され、要望は 128 項目を数え、それ
らが計画に組み込まれてしまったという批判があ
る 31。
一方で、五輪を復興に生かす道筋を描くのも、
五輪相の重要な役割とされる。被災地での五輪追
加競技の開催やトレーニング地としての活用が検
討されているが、新国立の対応に追われ、五輪担
当相の被災地訪問さえ実現できていないのが実情
である。
「五輪予算」の要求は後を絶たない。警察庁や
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消防庁は自民党の調査会に、テロ対策の一環とし
て増員や最先端装備の開発を報告しているが、「こ
こぞとばかり、やりたいことを盛り込んだ印象」
があり、選手育成、外国人観光客対策、バリアフ
リー化など、調整の仕切りであるはずの五輪・パ
ラリンピック推進本部が直面する課題は多いと指
摘された 32。
Ｖ．「失われた 2年半」への批判
2014 年 5 月、当初のデザインから大幅に規模
を縮小した基本設計を発表したが、それでも、長
さ約 370㍍に及ぶ 2 本の「キールアーチ」で屋根
を支えるデザインには多くの難題がつきまとっ
た。
屋根部分に使用する鉄は 2 万㌧を超え、東京タ
ワー 5 本分に匹敵した。巨大アーチを支えるため、
アーチの両端を結ぶ鉄筋コンクリート製の基礎構
造物「タイバー」を埋設し、その下に免震装置ま
で設ける予定だった。
仕様・設備には様々なスポーツ団体の要求、要
望を反映し、レストランやスポーツクラブの併設
も予定された。「コンサートも展示会もやりたい
と、競技場の枠を超えたてんこ盛りの厚化粧だっ
た」という。
ラグビーＷ杯のメーン会場の条件は「収容人数
6 万人以上」であり、招致に手を上げた段階では
横浜市の日産スタジアム（7 万 2000 席）を予定
しており、代替の余地がないわけではなかった。
ＪＳＣや文科相は、「国際公約」とラグビーＷ
杯を理由とする「見直しは不可能」との空気に縛
られ、「慣れない巨額プロジェクトを抱え込んで
時間を浪費した」という。責任者もはっきりしな
いまま、誰もその空気を破ろうとはしなかったと
批判された 33。
従来の計画を推し進めた「国際公約」とは一体
何だったのか。都と組織委は昨年 6 月に会場見直
しに着手し、もう一つの国際公約だった「選手村
から 8㌔圏内に大半の会場がある」をあっさり捨
てた。新国立競技場だけ「国際公約」を盾にした
のは、計画を強行する理由付けに過ぎなかったと
される 34。
Ⅵ．有識者会議への批判
五輪担当相はその任に就任するまで、新国立競
技場の将来構想を検討するためにＪＳＣが 2012
年に設置した有識者のメンバーを務めていた。ス
ポーツ界や音楽界など利益代表者の陳情の場と化
したこの会議で計画はでき上がった。
現役のアスリートやほとんどの競技団体は賛否
を明らかにしなかった。東京五輪でのメダル獲得
に向け、強化費を国に頼っている現状で異論は唱
えにくかったのである。だが、政治の圧力によっ
てボイコットに追い込まれた 1980 年モスクワ五
輪の反省と教訓から、自主、自立を掲げて再出発
したスポーツ界の歴史を振り返れば、明らかに後
退してしまったという指摘がある 35。
2012 年 3 月 6 日の有識者会議の第 1 回会合に
おいてＪＳＣの理事長が示した論点資料には、将
来のサッカーＷ杯招致をにらみ「スタジアム規模
は 8 万人がスタートライン」で、コンサートを開
けるよう開閉式屋根を備えた「全天候型スタジア
ム」が要件になっていた。各界の要望をとりまと
めるため、有識者会議の下に「施設建築」「スポー
ツ」「文化」の三つの作業部会が設けられた。スポー
ツ団体トップ、芸能関係者、広告代理店役員など
計約 25 人がメンバーとなり、陳情合戦の様相を
呈し、要望は 128 項目に及んだ。
ＶＩＰ席などホスピタリティー施設は約 2 万
5000 平方㍍で、「世界に誇れるスタジアム」を目
指し要望を積み上げた結果、延べ床面積は旧競技
場の 6 倍近い 29 平方㍍になり、これらがコンクー
ルの募集要項に盛り込まれた。巨大競技場の原形
は、建築家、ザハ・ハディド氏より先に、有識者
会議で作られていたのである 36。
東京五輪・パラリンピック委員会の組織外にあ
る調整会議は、会長と五輪担当相、文部科学相、
東京都知事、日本オリンピック委員会（ＪＯＣ）
会長、日本パラリンピック委員会（ＪＰＣ）会長
がメンバーであった。「特に重要な事項を協議し、
情報共有を図る場」としているが、実質はここで
の合意が方向性を決定づけていた。
本来、新国立競技場は文科省が所管するＪＳＣ
が実施主体である。しかし、ＪＳＣが 15 年 7 月
7 日の有識者会議で旧整備計画を説明する 1 週間
以上前に、当時の文科相が総工費が 2520 億円に
膨らむことを調整会議に報告していた。そこで会
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長が招致では旧デザインが「大きな評価と期待を
得たことを忘れてはならない」と述べ、お墨付き
を与えた。これで抜本的見直しが遅れた。
大会推進本部は 6 月に首相を本部長、五輪担当
相らを副本部長に全閣僚で発足した。7 月に首相
が新国立競技場の旧計画の白紙撤回を決めて以
降、政府主導で新計画が練られた 37。
ＪＳＣは実質的に決定権限がなく、有力者がそ
ろう有識者会議にお伺いを立てて、計画を進めて
いた。しかし有識者会議は諮問機関なので、制度
上は失敗の責任を問われることがない。旧計画は、
こうした構造的欠陥を抱えていた 38。
前文科省スポーツ・青少年局長は、「スペック
や工期についてはＪＳＣ主導で決め、文科省は予
算内に収まるなら追認する立場だった。工期に間
に合わせることはスポーツ・青少年局として守る
べき最重要事項と認識していた」と述べている
39。
Ⅶ．第三者委員会による検証と批判
文科相は 2015 年 7 月 24 日、これまでの計画が
迷走した経緯を検証するため、外部の有識者らに
よる第三者委員会を設置することを明らかにし
た。第三者委は、法律家や建築関係者、アスリー
トら 5 ～ 10 人でつくるとされた 40。
文部科学省の第三者委員会は同年9月24日、「難
度が高く複雑なプロジェクトに求められる適切な
組織体制を整備できなかった」として、文科相や
ＪＳＣ理事長の責任を明記した報告書をとりまと
め、公表した。
「有害無益」とやり玉に挙げたのは、ＪＳＣが
設置した国立競技場将来構想有識者会議だった。
新国立競技場建設の「現場責任者」にあたるの
はＪＳＣの設置本部長だが、実質的な権限はなく、
文科省や有識者会議に頭を押さえられていたとい
う。また、関係者が「重鎮」に配慮し、ＪＳＣトッ
プの諮問機関に過ぎない有識者会議が重要事項を
決定する機関となっていた実態があるとした 41。
計画見直しを検討すべきだった時期としては、
13 年 8 月に工事費が 3000 億円を超えそうだと報
告された際、削減案が検討されたことを踏まえ、
「五輪招致が決定した 13 年 9 月から年末にかけて
がゼロベースで見直すタイミングの一つだった」
と分析した 42。
有識者会議は大会組織委員会会長をはじめ、ス
ポーツ、文化団体関係者 14 人で構成された。Ｊ
ＳＣ理事長の諮問機関の位置づけだったが、報告
書は「あたかも承認機関だった」とそのあり方を
批判した 43。
「ＪＳＣは自分の上に高名な方、実力者を配置
して自縄自縛になり、意思決定の硬直化を招い
た」とし、迷走の原因の一つに、「施設建築」「施
設利活用（スポーツ）」「施設利活用（文化）」など、
ＪＳＣに担当を細分化した 10 もの諮問機関が存
在していたことを挙げた 44。そして、「会議自体
が利益団体だ」と酷評した 45。
「白紙撤回の決定をされるに至った問題の原因
は、大変な難工事に対して、それに対応できる適
切な体制を作らずに従来の集団意思決定システム
を維持し、この難工事を従来の組織の拡大だけで
対応しようとし、さらに、十分な情報発信の体制
を構築しなかったことにより国民への説明を十分
に果たさなかったことにある」と結論した 46。
Ⅷ．白紙撤回以後の動向
政府は再検討中の整備計画で収容人数を 8 万人
規模とする方針を固めたことがわかった。全天候
型の開閉式屋根の設置は断念した 47。
施設機能をめぐる論点は、商業ベースにのらな
い陸上競技や学生スポーツも含め、みんなが気軽
に使える公共サービス施設とするのか。それとも
サッカーＷ杯の再招致を前提に、維持管理費はイ
ベントで黒字化を目指す商業施設とするのかであ
る 48。
2020 年春完成予定の新国立競技場について、
東京都知事は同年 8 月 5 日、ＩＯＣが 20 年 1 月
頃までの完成を求めていることを明らかにした。
このままでは五輪開会式（2020 年 7 月 24 日）ま
でにリハーサルの期間が足りないという 49。
政府は、8 月中に策定する新国立競技場整備計
画に関する基本方針に、スポーツでの利用に特化
することを明記することが分かった。多目的施設
を想定していた旧整備計画と異なり、新計画は簡
素なスポーツ専用施設となる方向が固まった 50。
また、競技場建て替えに伴って、神宮球場の向
かいに新設することになっている高層ビルの計画
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が明らかになった。高さ 70㍍、16 階建てのビル
には、現在解体中のコンサートホールを備えた宿
泊施設の日本青年館と、ＪＳＣ本部が入居する構
想で、すでに建築確認申請が提出されている。15
年秋に本格着工し、2 年後の完成を目指している。
整備費は約 164 億円で、約 220 の客室を完備し、
日本青年館がホテルとして運営する一方で、ＪＳ
Ｃが 3 フロアを本部として使う予定となってい
る。
ＪＳＣは 15 年 4 月の助成審査委員会で、「競技
場の機能を補完する施設」として、toto の収益か
ら最大 30 億円を助成する案を承認していた。Ｊ
ＳＣ理事長は、この 30 億円に国費を加え、計 47
億円を新ビル建設に充てることを説明した 51。
新国立競技場については、①原則サッカー、ラ
グビー、陸上競技のために使用する、②開閉式屋
根は設けず、観客席上部のみに設置する、③オリ
ンピック・パラリンピックの開催に適したものと
する、④公設民営、⑤設計と施行を一括で発注す
る「デザインビルド」方式を採用する、⑥防災施
設としての機能を持たせる、といったことが明ら
かになった。　　
また、同年 9 月上旬にも総工費の目安などを盛
り込んだ整備計画を策定し、その後、11 月末ご
ろまでにコンペの応募を締め切り、早ければ 16
年 1 月末にも優先交渉権事業者を決定し、同年末
から 17 年初頭には着工したい考えが示された。
五輪後、コンサートなど商業利用の可能性につい
ての余地も残した 52。
コスト削減が求められる一方で、削り込むだけ
で無個性な巨大スタジアムになれば、既存のさい
たま市、横浜市の競技場との差別化がはかれない
という見解もある。白紙になった計画には魅力的
な仕様もあった。例えば、気化熱を使って観客席
の湿度を快適に保つ空調設備が挙げられている
53。
日本のスポーツ市場では 6 万～ 8 万人の器を埋
める興行の定期開催は容易ではない。政府は簡素
化と民営化という困難な両立と向き合うことにな
るという指摘もある 54。
ＪＳＣは 15 年 8 月 17 日、専門家の視点で整備
計画をチェックする「技術提案等審査委員会」の
初会合を東京都内で開いた。審査委は①募集条件
の策定、②提案内容の評価、③価格の妥当性の検
証、の 3 段階で関与する。旧整備計画の反省を踏
まえ、工期や整備費が大きく膨らまないよう監視
する 55。
五輪後は陸上トラック上に常設席を増設する案
が浮上しており、五輪後、球技専用となる可能性
が出てきた。サブトラックについて、五輪では新
国立に隣接する神宮外苑の軟式野球場に仮設し、
陸上の国際基準を満たすことになっている。
ただ、国立競技場は 1923 年に日本初の本格的
な陸上競技場として整備されたことをルーツと
し、陸上施設としての存続を求める声も多い 56。
ＩＯＣは 15 年 8 月 25 日、完成時期を日本政府
が想定する 2020 年 4 月より 3 カ月早い、同年 1
月にするよう求めた。これには圧縮をめざす建設
費の増加につながるとの指摘も出ている。本番前
に様々な予行演習やテストを重ね、会場の機能や
運営の問題点を洗い出す時間を確保したいからで
ある。観客の輸送、スムーズな動線、テロ対策の
手荷物検査など重要なテスト項目として想定する
57。
政府は同年 8 月 27 日、新国立競技場の建設費
の上限を 1550 億円とする方針を決めた。客席の
冷房を取りやめ、開催時の収容人数を旧計画の 8
万人から 6 万 8000 人に減らすことなどで、旧計
画で 2520 億円だった建設費を約 1000 億円圧縮す
ることになった 58。
8 月 28 日に公表された新たな整備計画の資料
には、冷房施設やフィットネス事業に、コンベン
ション機能、スポーツ博物館や図書館などの振興
施設が削られた一方で、旧計画の総工費に 131 億
円が上乗せされていたことが分かった。
この内訳は、連絡デッキや芝育成システムなど
「別途必要不可欠な工事費」としての 81 億円と、
7 月下旬以降、国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）
から求められた追加設備費 50 億円である 59。
商業ベースに乗らない陸上競技場としての維持
をあきらめるということは、新国立が公共サービ
スを提供する場ではなく、イベント等で黒字化を
目指す商業施設になることを意味する。今の日本
の財政状況を考慮すれば、その選択も当然のこと
なのだろうという指摘がある 60。
ＪＳＣは 9 月 1 日、新競技場のデザイン、設計、
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施行を担う事業者の公募を始めた。11 月 16 日ま
で提案を受け付け、12 月末に事業者を選定する。
基本設計、実施設計を経て、16 年末をめどに工
事契約を結ぶ考えである。
提案は項目ごとに点数化し、140 点満点で審査
する。配分は、コスト・工期が 70 点、業務の実
施方針が 20 点、施設計画が 50 点と、デザインよ
り実現可能性を重視した基準となった 61。
ただ、ＪＳＣが新たな公募で業者に示した条件
は「70㍍以下」で、巨大で景観を乱すと批判を浴
びたザハ・ハディド氏がデザインした旧計画と変
わらない。新計画でも関係閣僚会議、内閣官房推
進室、ＪＳＣの審査委員会など関係する機関は多
く、あいまいさが残った 62。
Ⅹ．スポーツは政治の「道具」と化したのか
以上のように新国立競技場建設をめぐる意思決
定過程に注目し、随所で顕在化した機能欠陥の事
例を七つのフェーズを設定した上で新聞報道を抽
出した。
建設費の乱高下（フェーズ 1）はまさにこれま
での日本における大規模公共施設の建設の歴史に
おいても前代未聞のものであった。振れ幅の大き
さはもとより、財源調達の見込みがないという点
でも前代未聞であった。都の負担も含め、揺れ動
く建設費に合わせて財源調達の制度・しくみを変
えようとする発想も明らかになった。こうした変
動状況の出現は意思決定機能の歪みによってもた
らされたといえる。
その帰結としての計画の白紙撤回（フェーズ 2）
は、政権が民意を無視できない事実を浮き彫りに
した。同時に白紙撤回されたことで、意思決定の
歪みの中身を垣間見ることになった。なぜ、国際
公約が声高に主張され続けたのか。意思決定のコ
アにいる人物が、他の大規模スポーツイベント（ラ
グビー）の前年開催と結びついていたのか。なぜ、
ＪＳＣトップの諮問機関に過ぎない有識者会議が
これほどの影響力を発揮したのかが、かなりの程
度白日の下に晒されたのである。
そして、白紙撤回後の政府対応（フェーズ 3）
に注目が集まった。責任の所在が曖昧であったこ
と、巨大施設の建設に従事する専門能力に欠けて
いたこと、東京五輪開催決定が関係者のコスト感
覚を麻痺させたこと、ここぞとばかりにスポーツ
界をはじめ、自らの利益の浸透・拡大に傾注し過
ぎてしまったことなどが挙げられる。
批判を浴びたことの反省から、新国立競技場問
題においては、明らかに文科省およびＪＳＣの相
対的地位は低下し、政府の主導性を高めた体制と
なった。ただ、注意しなければいけないのは、文
科省・ＪＳＣが批判の矢面に立たされたのは、有
力な関係者の政治的影響力に両組織が抗すること
のできない機能的構造が築かれていたからではな
いだろうか。政治（有力関係者）が行政（文科省・
ＪＳＣ）を飲み込んでしまっていたのか、あるい
は、行政による政治利用が行き過ぎてしまったの
かはわからない。しかし、ＪＳＣのトップが政治
と行政の交錯領域に浸透し過ぎてしまったことは
確かであろう。
新体制は国が前面に出る形となった。新国立競
技場問題は、国策による 2020 年東京五輪の準備
が本格化する契機となっている。
これまでの機能不全に対する批判は容赦のない
ものとなった（フェーズ 4,5,6）。批判の矛先は有
識者会議に集中し、「失われた 2 年半」の経緯が
厳しく問われた。第三者委員会はその両者を突い
た。エンブレム問題も含め、いったんはゼロベー
スからの出直しと受け止められる。
そうなると焦点は白紙撤回後の動向（フェー
ズ 7）に移っていく。ところが建設費の上限 1550
億円については、評価が定まっていない。2550
億円から 1000 億円も減額したという政治的パ
フォーマンス効果は強力であろう。しかし、過去
の五輪のメインスタジアムの建設費としては突出
して高額である。また、競技場の規模変更につい
てはこれまで言及されていないように思われる。
そもそも 1550 億円で収まるのだろうか。
こうした問題を考える論点は果たしてどこにあ
るのだろうか。是非はともかくとして、新国立競
技場を純粋にスポーツ機能に特化したものにする
ならば、1000 億円以下にすることは可能であろ
う。しかし、スポーツ機能だけで大会終了後の管
理運営を黒字にすることは困難である。そこで、
コンサートや防災機能などスポーツ以外の集客機
能も残存させようとするのが現段階での方向性で
はないだろうか。
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新国立競技場建設をめぐり、スポーツを政治の
道具にしようとする方向性は相対的には縮減した
ものの、残存は図られたのではないだろうか。
現文科相（2015 年 11 月現在）は、強く批判さ
れたＪＳＣの有識者会議のメンバーに入ってお
り、政治の側面からスポーツ政策を主導したス
ポーツ議員連盟の要職（衆議院議員で事務局長）
に就いていた。その文科相が最近のインタビュで、
新国立競技場、神宮球場、秩父宮ラグビー場など
を含む神宮外苑一体について、「五輪後を見据え
て国家戦略特区に指定し、民間の商業施設を建設
するなどにぎわいを創出する地域にする必要があ
る」と明言している。
これは東京都知事が描く神宮外苑の再開発構想
「スポーツクラスタ （ー集積地）構想」と一致する。
文科相は神宮外苑における都市計画法上の規制を
解除し、民間の資金を導入する構想として、「新
国立に隣接してホテル、福祉施設、商業施設があっ
てもいい。有効活用するには一体的な整備のなか
で、新国立が中核的な存在として貢献する」と述
べた 63。
この発言は大臣の発言だけに重い。新国立競技
場は陸上などのスポーツ機能拠点をはずしてで
も、神宮外苑再開発の商業的拠点としての存在に
重きが置かれるからである。そうであれば縮小後
といえども新国立競技場の「規模」64 が突出して
大きいのも理解できる。神宮外苑の再開発の是非
については別稿で取り扱いたいが、ここで明らか
なのは今後の方向性は従来と何ら変わっていない
ということだと思われる。新国立競技場の建設は
神宮外苑の再開発というこれまでできなかった大
規模プロジェクトを実現するための一手段に過ぎ
ないのではないだろうか。そうだとすれば、新国
立競技場の規模変更はそのための小手先の修正に
過ぎない。しかも新国立競技場の建設目的や神宮
外苑の今後のあり方などが全くといっていいほど
議論されていない。むしろ都民のみならず他の住
民も巻き込んで行うべきこの大切な論点が意図的
に避けられているようですらある。スポーツが政
治の「道具」と化している典型的な事例である。
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1
 2015 年 6月30日付読売新聞朝刊「新国立　見切り発車」（な
お、以下の新聞報道はいずれも朝刊で 2015 年）。
2
 5月19 日付毎日新聞「招致段階の甘さ露呈」。
3
 5月19 日付産経新聞「見通し甘く　対応後手」。
4
 5月21日付朝日新聞「『聖地』新国立の青写真を」。
5
 5月22 日付朝日新聞「甘すぎた構想、猛省を」。
6
 6 月 8 日付毎日新聞「国立競技場騒動」。
7
 6 月11日付朝日新聞「新国立　見えぬ着地点」。
8
 6 月26 日付毎日新聞「余録」。
9
 6 月 30 日付読売新聞「新国立　見切り発車」。
10
 6 月 30 日付朝日新聞「新国立　甘い見積もり」。
11
 6 月 30 日付毎日新聞「500 億円負担　都にリスク」。
12
 7月 6 日付朝日新聞「国立迷走競技場」。
13
 7月 8 日付毎日新聞「無謀な国家プロジェクト」。
14
 7月 8 日付朝日新聞「新国立　工費 2520 億円了承」。
15
 7月 9 日付朝日新聞「新国立　折れた都知事」。
16
 7月18 日付下野新聞「責任明確に　抜本見直しを」。
17
 7月18 日付毎日新聞「新国立　首相　『白紙』」。
18
 7月22 日付読売新聞「前計画　59 億円契約済み」。
19
 7月22 日付毎日新聞「新国立競技場」。
20
 7月18 日付朝日新聞「民意『ＮＯ』政権一転」。
21
 7月18 日付朝日「新国立　計画白紙」。
22
 7月18 日付産経「工期『ギリギリ』綱渡り」。
23
 2015 年 7月18 日付読売新聞「残り5 年　作業急ぐ」。
24
 7月18 日付毎日新聞「『首相決断』入念に演出」。
25
 7月18 日付毎日新聞「突然『白紙』歓迎、憤り」。
26
 7月19 日付読売新聞「工費圧縮『どうしたら･･･』」。
27
 7月22 日付毎日新聞「新国立　省庁横断で対応」。
28
 7月22 日付日本経済新聞「新国立、官邸主導で計画」。
29
 7月22 日付朝日新聞「契約 59 億円　大変戻らず」。
30
 7月24 日付産経新聞「文科省もＪＳＣも素人」。
31
 7月24 日付毎日新聞「綱渡りの新国立・財源」。
32
 7月24 日付朝日新聞「五輪準備　5 年でも不十分？」。
33
 7 月 30 日付日本経済新聞「幻の巨大アーチ　失われた 2
年半」。
34
 8 月7 日付毎日新聞「政府迷走　遅れた決断」。
35
 7月28 日付毎日新聞「『新国立』の白紙撤回」。
36
 8 月7 日付毎日新聞「政府迷走　遅れた決断」。
37
 10 月12 日付毎日新聞「東京五輪組織委トラブル続き」。
38
 9 月25 日付朝日新聞「新国立白紙撤回　教訓は」。
39
 9 月25 日付産経新聞「『8、9 割　問題点解消』」。
40
 7月25 日付朝日新聞「第三者委、9 月に中間報告」。
41
 9 月25 日付毎日新聞「無責任ぶり確認された」。
42
 9 月25 日付読売新聞「新国立『文科相らに責任』」。
43
 9 月25 日付朝日新聞「新国立迷走　体制に不備」。
44
 9 月25 日付朝日新聞「新国立　責任あいまい」。
45
 9 月25 日付産経新聞「新国立　意思決定ライン不明確」。
46
 9 月25 日付産経新聞「新国立第三者委　報告書（要旨）」。
47
 2015 年 7月28 日付日本経済新聞「開閉式屋根を断念」。
48
 7月 30 日付日本経済新聞「新国立『簡素』に出直し」。
49
 8 月 6 日付毎日新聞「ＩＯＣ、完成前倒し要請」。
50
 8 月 8 日付読売新聞「新国立　スポ ツー特化」。
51
 8 月11日付朝日新聞「ＪＳＣ新ビル見直し言及」。
52
 8 月12 日付産経新聞「新国立　五輪後に民営化」。
53
 8 月14 日付朝日新聞「民意をしっかり吸い上げて」。
54
 8 月15 日付朝日新聞「新国立　見えぬ五輪後」。
55
 8 月18 日付日本経済新聞「『新国立』3 段階でチェック」。
56
 8 月24 日付産経新聞「『陸上の聖地』消滅　現実味」。
57
 8 月26 日付朝日新聞「新国立『20 年 1 月完成を』」。
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58
 8 月28 日付朝日新聞「新国立　上限 1,550 億円」。
59
 8 月29 日付読売新聞「新国立　削られた『目玉』」。
60
 8 月29 日付日本経済新聞「新国立、競技で明暗」。
61
 9 月2 日付け朝日新聞「新国立　業者公募を開始」。
62
 9 月25 日付下野新聞「責任追及『生煮え』」。
63
 10 月 28 日付朝日新聞「新国立『特区で周辺にぎわいを』　
馳文科相インタビュー 」。
64
 雑誌『AERA』(2015 年 9 月14 日号 ) の特集「迷走させた
5 人の男」(61-64 頁 ) は、新国立競技場の規模に注目し、
その背景にある意思決定のメカニズムを丹念に追っている。
その要旨以下のとおりである。
ザハ案の修正で新国立競技場の規模を 22 万平方㍍に削
り込んだが、それでもロンドンの競技場の 2 倍強である。8
万人収容は同じなのに、なぜ規模が 2 倍になるのか。ここ
に新国立競技場の謎が潜んでいる。
2012 年 3月、ＪＳＣ理事長（K 氏）の私的諮問機関として「国
立競技場将来構想有識者会議」が設置されたが、選ばれ
た 14 人の有識者の中に、コペンハーゲンで涙をのんだ 3 人
がいた。当時の都知事（I 氏）、元首相（M 氏）、当時の文
科副大臣（S 氏）。この 3 人と建築科の A 氏、そして K 氏
が中心となって新競技場のコンセプトが煮詰まってゆく。
「政治的な仕切り」は M 氏、「基本コンセプトを描いた」
のは S 氏、実務の差配は K 氏、という分担だった。旧通
商産業省の官僚だった S 氏は、「1964 年の五輪は工業化で
復興を成し遂げた日本のハ ドーレガシ （ー遺産）を残す意義
があった。2020 年は成熟国家にふさわしいソフトレガシーを
後世に継承することに意義がある」と主張していた。
新競技場をスポーツにとどまらずエンターテインメントや、
ＩＴを使った映像技術の発信基地にする方向で議論を主導
した。基本コンセプトは「多目的利用のスタジアム」。三つの
ワーキンググル プー（ＷＧ）が有識者会議に設けられた。
競技団体の要望を取りまとめるスポーツＷＧは、日本サッ
カー協会名誉会長の O 氏が率いた。作曲家の T 氏は文化
ＷＧを担当。両者の希望を競技場に取り入れる作業は A 氏
の施設建築ＷＧが担当した。
競技場に欠かせないグラウンド・トラックなどは 2.6 万平
方㍍、観客席が 8.5 万平方㍍。控室など関連機能を合わせ
た競技場としての機能は合計で約 12 万平方㍍。全面積の
半分強しかない。ロンドンやシドニーではこの大きさで 8 万
人以上の競技場が成り立っている。
新国立競技場が抱える残りの半分、ここに「多目的競技場」
の秘密がある。運営本部、会議室、設備室などの維持管
理機能 2.5 平方㍍、駐車場 3.5 平方㍍、VIP ラウンジ・観
戦ボックス・レストランなどホスピタリティー 機能 2 万平方㍍、
ショップ・資料室・図書館などスポーツ振興機能 1.5 平方㍍
などだ。
競技場をにぎわいのあるビジネス拠点にしよう、という考
えが下地にある。興行には、映像技術の同導入も不可欠だ。
通常はにぎわいのある多目的スタジアムで収益を稼ぎ、災害
が起これば巨大シェルター になる。
1550 億円にしたことで床面積は 13% 減の19.5 平方㍍に
なった。それでもロンドンやシドニーの 2 倍近いのは変わら
ない。この規模は「多目的スタジアム」の構想を捨てていな
いように映る。
内閣官房の資料によると、スタジアム本体 1350 億円、人
工地盤や空中歩道など周辺整備が 200 億円、合計 1550 億
円なっている。しかし資料をよくみると、関連経費という項
目が別に計上されている。計 283 億円。これらを1550 億円
に足すと、実際の費用は 1883 億円になる。内訳は、設計・
監理等 40 億円、解体工事費 55 億円、日本青年館・ＪＳＣ
本部棟移転経費 174 億円、埋蔵文化財発掘調査費 14 億円
である。
永田町界隈で「五輪便乗焼け太り」といわれる案件だ。
1979 年に改築さらた日本青年館について、その築 36 年のビ
ルを新競技場の周辺整備と称し、税金を使って建て直す。4
フロアをＪＳＣが本部として使う。
再開発には一体の大地主ある明治神宮の協力が不可欠
だ。M氏は宗教法人を管轄する文科省に強い影響力をもつ。
15 年 4 月、都と明治神宮、ＪＳＣ、三井不動産、伊藤忠商
事など 7 者は「神宮外苑地区まちづくりに係る基本覚書」を
締結し、協力して再開発に取り組むことで合意した。
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Abstract
The preparation for the 2020 Tokyo Olympic Games ranges widely over building or rebuilding of sport stadiums, 
newly established Olympic Village, access to stadiums, accommodations, athletics and sightseeing information 
provision, antiterrorism measures and security measures against hackers and effective use of ICT ( Information and 
Communication Technology ).
This paper presents the case of distortion of the decision making for the construction of the New National 
Stadium in Japan. The New National Stadium is the main stadium for the 2020 Tokyo Olympic Games.
The process of the New National Stadium was chaotic and in disarray because of repeated irresponsible activities 
and misjudgments by the Ministry of Education, the Japan Sport Council and the Tokyo Organizing Committee of 
the Olympic and Paralympic Games. Especially, a large amount of  construction costs and repeated changes of the 
budget raised new questions about the propriety of the construction measures.
Finally, the Prime Minister decided a complete revocation and set up the upper limit of the construction costs 
(one hundred fifty five thousand billion yen). These construction costs are more expensive than that of the past 
Olympic main Stadiums of other host cities (Sydney, Athens, Beijing and London). This paper suggests that the fear 
of the huge scale of the stadium is linked to the large scale of the development project of the outskirts of the Stadium 
(redevelopment of Meiji Jingu Gaien) .
（2015 年 11 月 2 日受理）
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